CE 「G7 気 候 ク ラブ 」 徹 底 批判 


US SS Ul DAR Climate War を 終わ ら せ る Class War を 


稲垣 豊 (ATTAC Japan 首都 圏 ) 
〇 なぜ Climate War (気候 戦争 )、 Class War( 階 級 戦 争 ) な の か 


温暖 化 に 象徴 され る 気候 変動 が 人 間 や 生命 体 の 生存 環境 を 畜 か すま で に な っ て いま す 。 自然 災害 は ノア の 時 代 か ら あり 
まし た が 、 いま 問題 視 さ れ て いる 気候 変動 が これ 以上 深刻 化す る と 、 取り 返し の つか な い ほ ど に な る 、 と 言わ れ て いま す 。 
温暖 化 に よる 森林 災害 や 洪水 な どの 被害 も 拡大 し て お り 、 カナ ダ の ジャ ー ナ リス ト 、 ナオ ミ ・ ク ライ ン さ ん は 『 地 球 は 燃え て い 
る 』 と いう ショ ッ キ ング な タイ トル の 著書 を 通じ て 気候 危機 へ の 警 負 を 発し て いま す 。 昨年 6 月 に パキスタン で は 日 本 の 本 
州 の 面積 に あたる 国土 面積 の 三 分 の 一 が 洪水 被害 に 遭い 、 3000 万 人 が 被災 する と いう 大 災害 に 見 舞 わ れ て いま す が 、 
温暖 化 に よっ て ヒビ マラヤ の 氷山 が 溶け た 水 と 例年 以上 の 豪 坪 が イン ダス 川 に 流れ 込ん だ こと が 原因 だ と いわ れ て いま す 。 


MM 人 気 侯 は 「 難 民 」 化 の 主因 に (mipvo) 


「Climate War」 (気候 戦争 ) と 呼び 
た いと 思い ます 。 この 気候 変動 が 産 
業 革命 以降 の 人 類 の 活動 に 由来 す 
る も の 、 も っ と は っ きり 言え ば 資本 主 
義 グ ロー バリ ゼー ショ ン が 引き 起こ し 
た 災害 で ある か ら で す 。 資本 主義 
の 最高 段階 と し て の 帝国 主義 は 戦 
争 を も た らし て きま し た が 、 気候 の 
分 野 に お いて も また 戦争 や 紛争 を も 
た らし て いま す 。 「 気 候 難 民 」 (気候 
変動 に よる 災害 で 移住 を 余儀 な くさ 
れる 人 ん 々 ) は 3000 万 人 を 超え 、 戦 
争 難 民 の 3 倍 に 達し て いま す 。 ま 
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た 、 ロ シア に よる 本 格 的 な ウ ク ラ イ 6010 11 12 1 17 9 20 
ナ 侵 略 戦争 は 一 年 近く も 続い て い 
ます が 、 ロシア の 天然 ガス や ウクライナ の 穀物 な どの 関係 か ら み て も 、 4 国内 避難 監視 セン ター(IDMC、 ジュ ネー ブ ) 
この 侵略 戦争 が 「 気 候 戦 争 ] と 呼 忌 の に ふさ わし いと 思い ます 。 この 「 気 候 戦 争 ] を 終わ ら せ る た め に も いま こそ 化石 燃 
料 と 原子 力 に 依存 し た エネ ルギー 体制 を 転換 する 声 を 日 本 か ら も 上 げ て いく べき だ と 思い ます 。 


世界 中 の 研究 者 が 科学 者 ら の 知見 を 集め た 「 気 候 変動 

と 関す る 政府 間 パ ネル 」 UPCC) で は 、 産業 革命 の 前 後 
日 本 の 部 門別 CO2 排出 量 の 割合 sm で 気温 の 上 昇 が 急激 に 変わ っ て いる こと か ら 、 原因 を 産 
業 革命 に 由来 する と し て いま す が 、「 国 連 気 候 変動 枠組 


セメント や 石灰 の 製造 な ど 廃棄 物 の 焼却 な ど 


a (工業 プロ セス 部 門 ) ( 府 物 部 門 み 条 約 」 (UNFCCC) で 指定 され て いる 温室 効果 ガス 
(部) 4.1%- 2.5% (GHG) の うち 最大 の 温室 効果 ガス で ある CO2 排出 の 主 


4.6% 


サー ビス 業 な ど 
(業務 その 他 部 門 ) 


5.6% 


な 原因 は 、 生産 活動 と 生産 し た 商品 を 市 場 に 運ぶ 運輸 
活動 、 そ し て それ を 支え る エネ ルギー 生産 ( 主 に 電力 ) 
で す 。 そし て 現在 の 生産 活動 の ほとん ど は 販売 (交換 ) 
する た め に 作ら れる 「 商 品 」 生 産 で す 。 商品 自体 は 資本 
主義 以前 に も 作ら れ て いま し た が 、 資本 主義 ンス テム で 
は 、 有限 の 自然 資源 と 労働 力 か ら 無 限 の 利潤 を 得る た 
め に 商品 が 作り 出さ れ ま す 。 この 「 手 段 の 有限 性 」 と 「 目 
的 の 無限 性 」 の 資本 主義 シス テム の 矛盾 こそ 、 現在 の 気 
候 変 動 の 原因 で す 。 中 国 が 最大 の 温室 効果 ガス 排出 国 
(に な っ た の も 中 国 の 資本 主義 化 が 進ん だ か ら で す 。 
https://wwwrgreenpeace.0rg/japan/explore/climate 


温室 効果 ガス (GHG= Greenhouse Gas) : 二 酸化 炭素 (C0。、76%)、 メ 
タン (CH4、 16%)、 一 酸化 二 窒 素 (Nz0、 6.2%) 、 ハイ ドロ フル オロ カー ボ 
ン 類 (HFCs) 、 パー フル オロ カー ボン 類 (PFCs) 、 六 ふ っ 化 硫黄 (SF。)、 三 
ふっ 化 窒素 (NF。) の 7 種 


年 間 


]1&3.800 ヵ > 


その 他 
(65.4) 
19.4% 


オー スト ラリ ア (3.8) 1.1% 
ブラ ジル (4.1) 1.2% ee 


メキ シコ (4.2) 1.2% 世界 の 
南ア フリ カ (4.3) 1.3% 一 
ーー エネ ルギー 起源 


サウ ジア ラビ ア (5.0) 1.5% Sa 
CO, 排 出 量 
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イン ド ネ シア (5.8) 1.7% 
イラ ン (5.8) 1.7% 
韓国 (5.9) 1.7% 


EU15 か 国 ※ ※ (排出 量 ) 単位 : 億 トン 

(23.6) 7.0% ※  EU15 か 国 は 、COP3( 京 都会 議 ) 開 
催 時 点 で の 加盟 国 で ある 。 
四捨五入 の た め 、 各 国 の 排出 量 の 
合計 は 世界 の 総 排出 量 と 一 致し な 
いこ と が ある 。 


と も に https://earthene.com/media/378 より 


主 な 国 別 一 人 当たり エネ ルギー 起源 CO。 排 出 量 (2019 年 ) 


世界 平均 
カタ ー ル 30.68 


アラ ブ 首 長 国連 邦 18.22 


ナイ ジェ リア 
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pa Oxfam の 資料 を も と に FoE Japan が 加筆 
世界 人 口 と 温室 効果 ガス 排出 量 https://www.huffingtonpost.jp/entry/story_jp_60c9cf93e4b0e08ef7baf88b 


世界 の 中 で 最も 裕福 な 
富裕 層 (10%) が 個人 消費 
に よる 温室 効果 ガス の 
約 半 分 を 排出 し て いる 


世界 の 50% の 貧し い 人 の 
排出 は 全体 の 10% 


科学 的 な 知見 (iPcc) 
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2020 年 | っ 021-22 年 第 6 次 評価 報告 書 (AR6) 


気候 変動 に 関す る 政府 間 パ ネル PCC) Intergovernmental Panel on Climate Change の 略 。 1988 年 に 世界 気象 機関 
(WMO) と 国連 環境 計画 (UNEP) に よっ て 設立 され た 政府 間組 織 で 、 2022 年 3 月 時 点 に お ける 参加 国 と 地域 は 195。 事 
務 局 は ジュ ネー ブ 。 神奈 川 県 に ある 地球 環境 戦略 研究 機関 GRS) に は 、 気候 変動 ガス 目録 作成 を 担う IPCC イン ベン ト 
リー タス ク フ ォ ー ス (TFT) の 技術 支援 組織 (TSU) の 設置 され て いる 。 


国連 気候 変動 枠組 条約 (UNFCCC) ・United Nations Framework Convention on Climate Change。 温室 効果 ガス の 排出 
増加 に よっ て 引き 起こ され る 地球 規模 の 気候 変動 に 対応 する た め の 棒 組み を 規定 し た 条約 。 1994 年 3 月 に 発効 。 


IPCC と UNFCCC の 関係 : 政 府 や 国際 機関 か ら 推薦 され た 専門 家 ら 数 百 一 数 千 人 規模 の レポ ー ト を も と に 出さ れる IPCC 
報告 書 は 、「 気候 変 動 枠組 条約 」 (UNFCCC) な ど 国 際 交 渉 や 国内 政策 の た め の 基 礎 情 報 と な る 。 


ぐ ⑥G7 気 候 ク ラブ *「 常 国 の 野心 に 整合 させ る 」 


昨年 (22 年 )6 月 に ドイ ツ ・ エ ル マ ウ で 行わ れ た G7 サ ミッ ト で 「G7 気候 クラ ブ 」 の 設置 が 宣言 され まし た 。 気候 クラ ブ に 関す 
る G7 声明 で は 気候 クラ ブ の 設置 に つい て こう 述べ て いま す 。 


「 産 業 部 門 に 焦点 を 当て て 気候 行動 を 加速 させ ・・・ 排 出 集約 財 の カー ボン ・ リ ケー ジ の リス ク に 対処 する こと に よっ て パ 
リ 協 定 の 効果 的 な 実施 を 支援 する た め 、 気候 クラ ブ を 設置 する 」 


* 排 出 集約 財 : 製 造 過 程 で 大 量 の 温室 効果 が ガス を 排出 する 財 (鉄鋼 セメント 、 電気 お よび それ ら で 作 られ た 製品 )。 
・ カ ー ボ ン ・ リ ケー ジ : 排 出 規制 の 対象 外 の 国 ( 主 に 「 途 上 国 」) な ど フ リー ライ ド ( た だ 乗り ) 。 リス ク と は 規制 対象 国 ( 主 に 「 先 進 国 」) の 規制 コス ト 高 で 、 
規制 対象 外 の 国 に 生産 が 移転 する こと で 排出 量 が 削減 で きず 、 規制 対象 国 の 産業 も 衰退 する こと な ど を 指す 。 


フリ 協定 :2015 年 COP21 合意 。 2020 年 か ら の 排出 量 を 気温 上 昇 2 度 以内 (で きれ ば 1.5 度 ) に 抑え る た め の 削 減 目標 を 各国 が 提出 。 
削減 義務 な し 。 16 年 に 米 中 が 署名 し て 発効 。 


そし て 「 気 師 ク ラブ の 3 つの 桂 」 と し て 、 (1) 政策 及び 成果 を 我々 の 野心 に 整合 させ る 、 (②⑫) 脱 炭 素 化 を 加速 する た め 産 業 
を 共同 で 変革 する 、 (3) (G7 メ ン バ ー 外 と の ) パ ー ト ナー シッ プ と 協力 を 通じ て 国際 的 な 野心 を 強化 する こと 、 を 挙げ て いま 
す 。 つま り 、 一 言 で いえ ば 、 「 気候 帝国 主義 の 野心 ]」 の あか ら さ まな 表明 で す 。 国際 会 議 で よく 使わ れる 「 野 心 」 は 
「ambition] の 定 訳 で す が 、 一 般 的 に は 「 野 心 家 」 や 「 野 望 」 な ど 、 マイ ナス の イメ ー ジ が 伴う も の だ と 思い ます が 、G7 気候 ク 
ラブ は まさ に その 意味 で の 「 野 心 」 に ほか な り ま せん 。 


気候 クラ ブ の 理論 的 ベー ス は 、 クラ ブ メ ン バ ー 以 外 に は ペナ ル テ ィ を 課す こと で クラ ブ 和 構成 員 の 利益 を 守る と いう 経済 学 
で いう 「 ク ラブ 財 」 理 論 で す 。 宣言 で 言わ れ て いる 「 カ ー ボ ン ・ リ ケー ジ の リス ク に 対処 する 」 と は 、 つま り は 各国 の 気候 政策 
を 「 我 々 G7」 の 野心 に 整合 させ る こと で 、 「 途上 国 」 に フリ ー ラ イド (た だ 乗り ) さ せな い 、 と いう こと で す 。 


ドイ ツ 政 府 が 提案 し て いる 具体 策 は 、 排出 量 や 規制 取り 組み 度合 い に 応じ た 最 


低 炭素 価格 (カー ボン プラ イシ ング = 費用 の 見 える 化 ) に 応じ て 国境 炭素 調整 メス 

措置 (輸入 関税 な ど ) を 実施 する 案 で す 。 相対 的 に 排出 規制 の 厳し い G7 気候 ク J 時 9 

ラブ メン バー 国 に 向け て 、 相対 的 に 規制 の 緩い 国 か ら 財 を 輸出 する 場合 は 本 計 呈 汗 店 
応 の コス ト を 払っ て も らい ます よ 、 と いう 仕組 み で す 。 た だ 関税 措置 な の で 、 課税 排出 規制 が = 排出 規制 が 
当局 の ある 国 の 輸入 企業 が 輸入 関税 を 支払 い 、 そ れ が 最終 消費 価格 に 転 辺 さ 還 :Wj 較 の 議 に 


れる こと に な り ま す 。 こう する こと で 、 気候 対策 が 緩い こと で コス ト が 高く な る 仕組 


み を つく る 、 と いう 理論 で す 。 一 見 、 渦 染 者 負 抽 や 受益 者 鍋 所 の 原則 に 合 狼 し | 上 還 結 ーー ニー 

て いる か に 見 えま す が 、 こ と 気候 問題 に つい て いえ ば 極め て 不 公正 な シス テム 

と いえ ます 。 上 
"、 すぐ に 考え られ る こと は 、 グロ ー バ ル 市 場 に お | ee、・ 排 出 規 制 が 肖 し い 国 の 企業 が 

まず 、 す ぐに 考え られ る こと は 、 グロ ー バ ル 市 場 に お いて は 、 環境 コス ト の 切り 下 1 


げ 、 そ し て それ が で き な け れ ば 生産 現場 の 労働 者 へ の し わ 寄せ と いう 「 底 辺 へ 由利 に な る の を 5 [ 
の 競争 」 が 容易 に お こる で あろ う 、 と いう こと で す 。 クラ ブ の メン バー は それ を 回 | 生還 に 対策 擬 生 全 す 
避 す る 仕組 み を 想定 し て いま せん 。 「 絵 に 描い た 餅 」 は 害 を も た らし ませ ん が 、 | OS 


気候 クラ ブ の 政策 は クラ ブ 外 の 自然 環境 と 労働 者 農民 に 「 底 辺 へ の 競争 」 と い |! ・ 対 象 品目 や 排出 量 の 計測 方 法 、 
う 被害 を も た ら す で し よう 。 上 乗せ 額 な どの 調整 は 難航 必至 ! 


と と = ニニ ニニ ニー ニニ ニニ ニニ ニニ ニー ニー ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニー ニー ニニ ニー 


© 共通 だ が 差異 ある 責任 asahi.com より 


そし て 2 つ 目 に 、 COP 交渉 で も さん ざん 言及 され て きた 「 共 通 だ が 差異 ある 責任 」 と いう 原則 を な い が し ろ に する も の だ か ら 
で す 。 「 共 通 だ が 差異 ある 責任 」 と は 、 産業 革命 以降 の 気候 変動 の 責任 の ほとん ど は 旧 帝 国 主義 諸国 、 つ まり 現在 の G7 
諸国 を は じ め と する 「 先 進 国 」] に ある と いう 考え で 、 COP 交 渉 の ベー ス に ある も の で す 。 


1992 年 の リオ 地球 サミ ッ ト で 気候 変動 問題 が 提起 され た と き 、 産業 革命 以来 の 化石 燃料 資源 浪費 に よる 温暖 化 、 一 人 当 
た り の 排出 量 が 多い 「 先 進 国 」 に 責任 の 大 半 は ある が 、 地球 全体 の 問題 で 気候 に 国境 は な い の で 共通 の 責任 が ある 、 と 
いう 考え で す 。 それ は 1997 年 に 京都 で 開催 され た COP3 で 、 2008 年 か ら 12 年 まで の 5 年 間 の 第 一 約束 期間 に 、 先進 国 
に 温室 効果 が ガス (GHCG) の 削減 義務 を 課 し た 「 京 都議 定 書 」 に 結実 し まし た 。 2012 年 まで の 間 に 、 90 年 比 で 約 5% の 削減 
を 約束 し 、 日 本 は 6%、 アメ リカ は 7%、 欧州 は 8% と いう GHC 削減 率 が 義務 化 さ れ ま し た 。 途上 国 に は 義務 は 課せ られ ま 
せん で し た 。 考え の ベー ス に は 「 共 通 だ が 差異 ある 責任 」 と いう 、 気候 変動 の 責任 は お も に 先進 国 に ある と いう 考え が あっ 
た か ら で す 。 し か し この 考え に ずっ と 異議 を 唱え て きた の が 日 本 で あり アメ リカ で し た 。 


m 人為 起源 の CO2 排 出 量 に ho 


トン -CO2 換 算 / 年 ) 


と ー コ 
= 
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中 東 ・ ア フリ カ ーーーーー- 
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経済 移行 国 ( 旧 ソ 連 圏 ) 
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※ こ の グラ フ が 対象 と し た 人 為 起源 の COz と は 、 化石 燃料 の 燃焼 、 燃 料 の 漏出 、 セ メン ト 生 産 、 林 業 ・ 土 地 利 用 
出典 : IPCC AR5 WG3 TS TS.2 


G7 気 候 ク ラブ で ドイ ツ 政 府 が 提唱 する 国境 炭素 調整 メカ ニズム は 、 お も に 輸入 企業 が 課税 対象 に な る わけ で す が 、 輸出 
国 企業 と 労働 者 の 側 に も 大 き な 負 担 を 強い る こと に な る で し よ ょ う 。 異 次 元 (と いう 名 の 先送り )) の GX を 進め る 日 本 の 場合 は 、 
これ また 異 次 元 の ハイ ブリ ッ ド ガソリン 車 に し が みつ く 国 産 ト ヨタ 車 の 欧州 販売 コス ト が 引き 上 げ ら れる だ け で す が 、 帝国 主 
義 ク ラブ の 「G7 の 野心 に 整合 させ る 」 と いう スタ ンス は 、 旧 植 民 地 諸国 で 構成 され る 「 途 上 国 」 に と っ て は 、 「 共 通 だ が 差異 
ある 無責任 ] と し か 映り ませ ん 。 


© 共通 だ が 差異 ある 「 無 責任 」 


G7 各 国 の 歴史 は 気候 変動 対策 の 点 に お いて も 「 無 責任 」 の 歴史 で し た 。 アメ リカ の ブッ シュ 政権 は 2001 年 に 、 い わ ゆ る 
「 先 進 国 」 に 温室 効果 ガス の 削減 を 義務 付け た 京都 議定書 か ら 離 腕 し まし た 。 気候 クラ ブ の 第 一 回 議長 国 と な る 日 本 資 
本 家政 府 も 「 無 責任 」 に お いて は 負け て いま せん 。 2008 年 洞爺 洋 サ ミッ ト に むけ て 自民 党 福田 康夫 首相 は 「2050 年 に 
GHG80% 削 減 」 を 掲げ まし た が 言う だ け 。 リー マン ショ ッ ク 後 の 麻生 太郎 内 閣 は 「20 年 に 90 年 比 で 8%」 と トー ンダ ウン 。 日 
本 と カナ ダ も 京都 議定書 の 第 二 約 束 機関 で ある 2012 年 以降 は 、 議定書 か ら 離 脱 す る こと を 宣言 。 09 年 民主 党 ・ 鳩 山 政 
権 は 「20 年 に 90 年 比 で 25% 削 減 」 を 掲げ る が 、「 主要 排出 国 が 野心 的 な 目標 を 持つ 場合 に お いて 」 と いう 条件 付き 。 
2010 年 メキ シコ ・ カ ンク ン COP16 で 日 本 政府 代表 は 第 二 約 束 期間 へ の 不参加 を 表明 (「 離 腕 で は な い 」)。 11 年 南ア ・ ダ 
ー バ ン COP17 で カナ ダ 離 脱 。 12 年 末 に 安倍 政権 発足 し まし た 。 


現在 の 削減 対策 の 基本 と な っ て いる パリ 協定 は 2015 年 の COP21 で 合意 され 、 翌 16 年 に 米 中 が 共同 で 署名 する と いう 
パフ ォ ー マ ンス に よっ て 発効 に 勢い が つき 11 年 に 発行 し て いま す 。 2020 年 か ら の 削減 の た め の 取 り 組 み を 定め た も の で 
す 。 気温 上 昇 を 2 度 以下 、 で きれ ば 1.5 度 以下 に する と いう 合意 で す が 、 削減 「 義 務 」 は 削減 「 目 標 」 に 格下 げ さ れ ま し た 。 


さら に 、 この 「2 度 、 で きれ ば 1.5 度 」 と いう 数 値 目標 を 嫌う アメ リカ な ど 先 進 国 を パリ 協定 に 引き 入れ る た め に 、 15 年 COP21 
で は 1.5 度 の 数 値 目 標 の バー ター と し て 「 南 任 ・ 補 償 」 議 論 が 消失 させ られ まし た 。 COP21 の 交渉 の 会 場 に いた 明日 香 姓 
川 さ ん は 著書 『 グ リー ン ・ ニ ュー ディ ー ル 』( 岩 濾 新 書 、 2021 年 6 月 ) で その 時 の 様子 を こう 記し て いま す 。 


「 ノ ツ 協 定 が 採択 され 、 多く の 政府 関係 者 や 西側 の メジ ャ ー な NGO が 浮か れる な か ・…・ 途 上 国 の 中 で も 貧し く て 、 より 大 
き な 被 害 を うけ る 国々 を 支援 する NGO の 数 十 人 が 『 南 任 ・ 補 償 』 と いう 言葉 が 最終 文書 か ら 消さ れ た こと や 不 十分 な 
資金 供与 額 な ど …・ ジ ャ ステ ィ ス の 実現 と は 程遠い 内 容 で あっ た パリ 協定 を 、 熱く 厳し く 紅 弾 し て いた 」 (51 買 ) 


〇 「 実 質 ゼ ロ 」 は 「 実質 ゼロ 回 答 」 


自公 の 菅 義 偉 政権 は 2021 年 4 月 、 2030 年 度 に お いて 、 温室 効果 ガス 46% 削 減 (2013 年 度 比 ) を 目指 すこ と 、 さら に 50% 
の 高み に 向け て 挑戦 を 続け る こと を 表明 し まし た 。 日 本 の 産業 界 だ け で な く 多 く の NGO も 歓迎 し まし た 。 し か し 産業 界 よ り 
も 家庭 で の 削減 率 が 大 きい 。 また 「 排 出 量 取 引 」 な ど で 人 達成 され た 「 実 質 ゼ ロ 」「 カ ー ボ ポン ニュ ー ト ラル 」 が 喧 喋 され 、 実際 の 


効果 の 検証 も ば ら ば ら な 森林 吸収 や 燃焼 効率 化 火力 な ど が 「 温 暖 化 対策 」 だ と する な ど 、 国連 の 専門 家 委 員 会 か ら も 疑 
問 が 出さ れる 「 温 暖 化 対策 ] の オン パレ ー ド な の が 、 第 一 回 目 の 気 候 ク ラブ を 取り 仕切 る こと に な る 岸田 文雄 の 「 新 し い 資 
本 主義 政府 」 に よる GX (グリ ー ン トラ ンス フォ ー メ ーション ) 実現 政策 で す 。 


明日 香 毒 川 さ ん は 多く の NGO が 「 現 実 的 な 
削減 目標 」 を 掲げ る こと に 問題 提起 を し て い 
ます 。 「 目 標 ・ 義 務 と 実現 可能 か どう か は ち が 
っ て いて も いい の で は ?」、「1.5 度目 標 を 達 
成す る た め に は 、 日 本 の よう な 先進 国 で は 、 
2030 年 に 2010 年 比 で CO2100% あ る い は 
100% 以 上 削減 する 必要 が ある 」「( し か し ) 
最終 的 に は FEFEJapan の (目標 ) 数 値 は 
『2030 年 に 2010 年 比 45% 以 上 削減 』 と な っ 
た 。 すなわち 『 現 実 的 な 可能 性 』 が 優先 され 
た 」 『 グ リー シン ユー ディ ー ル 』、 39 頁 ) 


「 責 任 と 補償 」 の 観点 か らい えば 、 
G7 気候 クラ ブ 自 身 が 厳し い 削 減 
基準 (錬金術 に た よる の で は な く ) 
を 義務 化し 、 さら に 規制 の ゆる い 
「 途 上 国 」 に 対し て は 、 債務 の 無 
条件 帳消し 、 無償 の 技術 供与 、 労 
働 者 ・ 農 民 運 動 の 国際 連帯 を 通 
じ た 権利 向上 な ど が 必要 一 新しい 
資本 家政 府 は じ め G7 諸 国 が そん 
な こと は し な い 。 ミレ ニア ム サ ミ ッ ト 
他 で 経験 済み 。 


⑨「 新 し い 資 本 主義 」 政 府 の GX (グリ ー ン ・ ト ラン ス フ ォ ー メ ーション ) 


_ 地球 温暖 化 対 策 計画 の 改定 に つい て 


重 地球 温暖 化 対 策 推進 法 に 基づく 政府 の 総合 計画 
「2050 年 カー- ポ ボン ニュ ー ト ラル 」 宣 言 、2030 年 度 4696 削 減 目標 ※ 等 の 実現 に 向け 、 計画 を 改定 。 


※ 我 が 国 の 中 期 目 標 と し て 、2030 年 度 に お いて 、 温室 効果 ガス を 201.3 年 度 か 54696 削 減 する こと を 


指す 。 さら に 、 50%% の 高み に 向け 、 挑戦 を 続け て いく 。 
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収量 を 目指 す 。 我が国 
適切 に カウ ント する 。 


民 連 携 で 2030 年 度 ま で の 累積 で 1 億 -CO> 程 度 の 国際 的 な 排出 削減 
と し て 獲得 し た クレ ジッ ト を 我が国 の NDC 達成 の た め 


2021 年 9 月 自民 総裁 選 で 岸田 文雄 ^「 新 し い 日 本 型 の 資本 主義 」 掲 げ る 。 「 成 長 と 分 配 の 好 循 環 」。 同年 10 月 に 「 新 し い 
資本 主義 実現 本 部 」 が 設置 。 日 銀 の 国債 購入 、 原発 回 帰 、 労 資 協調 、 大 軍拡 ・・ な に が 新しい の か 分 か ら な い が 、 22 年 
7 月 「GX 実 現に 向け た 基本 方 針 」 に 提起 され 12 月 意見 募集 し 、 この 2 月 10 日 に も 閣議 決定 され よう と し て いま す 。 

「 産 業 革命 以来 の 化石 燃料 中 心 の 経済 ・ 社 会 、 産業 構造 を クリ ー ン エネ ルギー 中 心 に 移行 させ 、 経済 社会 シス テム 全体 
の 変革 、 すなわち 、 GX (グリ ー ン トラ ンス フォ ー メ ーション ) を 実行 する べく 、 GX 実 行 会 議 を 開催 し ます 。 」 


150 兆 円 の GX 投 資 が ぶち 上 げ ら れ ま し た が 、 実態 は グリ ー ン ・ ウ ツウ ォ ッシュ (見せかけ の 環境 対策 ) の 原発 回 帰 と GHG 排出 
資本 (電力 、 自動 車 、 鉄鋼 な ど ) へ の 大 盤 振る 舞い 。 燃料 転換 や 水素 ・ ア デン モ ニア な ど は 石炭 火力 依存 。 ロン ア と 共同 開 
発し て いる 天然 ガス 田 サ ハリ ン 1、 2、 アー クティ ッ ク LNG2 の 利権 は 守る と も 明言 。 化石 燃料 か ら の 脱却 と は 真 逆 。 


脱 炭 素 分 野 に 官民 で 150 兆 円 超 投 資す る 


サハ リン 沖の 資源 開発 


【 主 な 出資 者 〕 
エク ソン モー ビル 
(撤退 発表 ) 

サハ リン 石油 ガス 
開発 ※ 
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紀 巧 貞 . 違 吾 貴 設 電 . 破 潜 嘩 選 商 。 守 昌 天 は は 辱 国 に ビデ 二 ※ 


ガス プロ ム 
シェ ル ( 撤 授 発 表 ) 
三井 物産 


三菱 商事 


日 本 


炭素 固定 の 
技術 開発 ・ 実 証 


家庭 な どの 
脱 庶 素 


産業 の 
構造 転換 


アー クティ ッ ク LNG2 

ロシア 北極 園 に て 、 陸 上 ガス 田 開発 
か ら LNG 生 産ま で 行う プロ ジェ クト 。 
2023 年 の 生産 開始 予定 


へ 


エネ ルギー 
供給 の 脱 炭 素 


サハ リン I 
2009 年 生産 開始 。 ロ シア 初 の 
大 規模 LNG プ ロジ ェクト 


60 兆 


10 兆 円 パイ オ も の づく り 
超 


COs の 回 収 ・ 貯 蔵 

次 世代 自動 車 の 普及 

住宅 ・ 建 築 物 の 省エネ 
製造 業 の 省エネ ・ 燃 料 転換 
デジ タル 投資 
蓄電 池 産 業 の 確立 

船 舶 ・ 航 空 機 の 脱 炭素 化 
再生 エネ の 大 量 導 入 
水素 ・ ア ン モ ニア を 用 いた 発電 
合成 メタ ン 燃 料 の 活用 


環境 NGO「Climate Action Network(CAN)」 が 気候 変動 枠組 み 条約 の 締約 国会 合 COP の 会 場 で 毎年 発表 する 「 化 石 
賞 」 (気候 対策 を 邪魔 し て いる 国 に 贈る ) に 、 日 本 政府 は COP25、 26、 27 と この 3 年 連続 で 受賞 し て いる 。 COP27 で は 「 本 
日 の 化石 賞 ] の トッ プ バ ッ タ ー と し て 、 11 月 9 日 に 受賞 。 日 本 は 2019 年 か ら 2021 年 まで の 3 年 間 で 、 化石 燃料 に 対し て 
公 的 支援 で 合計 318 億 ドル ( 約 4 兆 7700 億 円 ) を 拠出 。 この 金額 は 、 第 2 位 と 大 きく 引き 離し て 世界 最大 。 


昨 (22) 年 11 月 エジプト ・ シ ャ ルム ・ エ ル ・ シ ェ イ ク の COP27 合意 「 排 出 削減 対策 の 講じ られ て いな い 石 炭火 力 発電 の フェ 
ー ズ ダウ ン と 非 効率 な 化石 燃料 補助 金 の フェ ー ズ アウト に 向け た 努力 を 加速 させ る こと 」 は 日 本 政府 が 主張 。 つま り 対 策 
を 講じ た り 効 率 の よい 石炭 火力 は OK。 その 直前 に 行わ れ た 22 年 6 月 CZ7 ド イツ ・ エ ル マ ウ ・ サ ミッ ト の 宣言 で も 確認 で きる 。 


「2035 年 まで に 電力 部 門 の 完全 又は 大 半 の 脱 炭 素 化 の 達成 に コミ ッ ト す る 。 石炭 火力 発電 が 世界 の 気温 上 昇 の 唯一 最 
大 の 原因 で ある こと を 認識 し 、 我々 は 、 国内 の 排出 削減 対策 が 講じ られ て いな い 石 炭火 力 発電 の フェ ー ズ アウ ト を 加速 
する と いう 目標 に 向け た 、 具体 的 か つ 適時 の 取組 を 重点 的 に 行う こと に コミ ッ ト す る 。 」 


つ あ ら か じ め G7 諸 国 で 合意 し た うえ で 、 COP の 交渉 に 持ち 込ま れる 。 つま り 「 帝 国 の 野心 に 整合 させ る 」。 


「 水 素 / ア ン モ ニア を 用 いた 発電 」 も 結局 電気 が 必要 。 現 石炭 火力 発電 所 の 建設 ・ 稼 働 中 止 を 求め る 訴訟 

在 は 石炭 混焼 の 実験 。 水素 は 福島 県 浪江 町 の 水素 エネ ーー 長 数 出力 に 

ルギー 研究 フィ ー ル ド 。 高 効率 化石 燃料 も 水素 ノア ン モ ニー 地 COa 征 間 被告 ” 周辺 住民 の 主張 結果 

ア も 、 再生 可能 エネ へ の 転換 で は な く 、 化石 燃料 を 使い 続 気 汚染 物質 や 地球 = 

ける 「 移 行 」 技 術 ニ 「 先 送り 」 技 術 に すぎ な い 。 | 鞭 。 人 ai ウ - 湿 民 化 を も た ら ず COs = 
(確定 ) 


11.2 万 kW ステ ーション の 排出 で 健康 や 環境 
これ ら の 技術 へ の 投資 目的 の 国債 を 当初 は 「GX 国債 」 と 


67 万 トン に 被害 を 与え る 


し て いた が 、 あま り に グリ ー ン ウォ ッシュ な の で 「 移 行 国債 」 者 住民 
現有 ヶ を 会 る D で ダミ イー ヾ D 書 が 不 rs 


を 予定 。 返済 財源 は CO2 の 排出 に 課金 し て 削減 を 促す 
「 カ ー ボ ンプ ライ シン グ (炭素 課金 )」 を 導入 する 。 化石 燃 
料 の 輸入 業者 へ の 「 駆 課金 」 と 、 電力 会 社 に 有償 で CO2 


130 万 kW ー ーー 
神戸 大気 汚 染物 質 や 地球 
992 カト ン 重病 所 や 温 明 化 を も た ら す OO。 3 月 O 昌 に 
関西 電力 の 排出 で 健康 や 環境 た 


の 排出 梓 を 買い 取ら せる 「 排 出 量 取引 」 を 組み 合わ せる 一 に 被害 を 与え る 
最終 消費 価格 に 転嫁 され る 。 1 9 事業 者 の 環境 影響 評 誕生 
川 130 万 kW 価 書 が 不 十 分 で 、 国 
https://www.tokyo-np.co.jp/article/227808 より フ 26 万 トン の 確定 通知 は 違法 東京 地裁 


司法 で も 、 石炭 火力 発電 所 の 建設 ・ 稼 働 中 止 を 求め る 訴訟 の 敗訴 が 続く 。 この よう な 新しい 資本 主義 政府 が 、 最初 の G7 
気候 クラ ブ を 主宰 する …・ 


©COP27「 損 失 と 被害 」 (ロス & ダ メー ジ ) 


「 石 油 資 本 の 勝利 」 と 言わ れる COP27。 直前 の パキスタン 洪水 は じ め と する 各地 の 気候 災害 と の バー ター と な っ た か の よう 
に 「 損 失 と 被害 」 が 20 年 来 の 未 に や っ と 正式 議題 と な る が 損失 の 内 容 も 対策 の 金額 支払い の 期限 も 何 も 決 まっ て いな い 。 
IMF や G7 な ど 「 さ ら な る 支援 を 約束 ] と し て いる が 、 金貸し の 支援 は 金 を 貸す こと で し か な い 。 


ラ ホ ボー ル 経 営 科 学 大 学 の 社会 学 教授 、 ニ ニダ ・ キ ル マ ニ 氏 「 洪 水 に 関す る いか な る 救済 も 『 援 助 』] と し て で は な く 、 過去 数 世 
紀 に わた っ て 鞭 積 され た 不正 に 対す る 賠償 と し て と ら え られ る べき で ある 」 


⑥ 〇 クラ イメ ー ト ・ ジ ャ ステ ィ ス (気候 正義 また は 「 気 候 祖国 敗北 主義 ])) か ら 工 コ 社 会 主義 へ (時 間 が あれ ば ) 


明日 香 姓 川 『 グ リー ン ・ ニ ュー ディ ー ル 由 こ よる と クラ イメ ー ト ジャ ステ ィ ス (気候 正義 ) と は 、 ① 一 人 当たり の GHG 排出 量 が 小 
さい 「 途 上 国 ] の 人 々 が 、 一 人 当たり GHG 排出 量 が 大 きい 「 先 進 国 ] の 人 々 より ゃ 、 気候 変動 に よっ て 大 き な 被 害 を 受け る 
(植民 地主 義 な ど で 対 策 資源 を 礁 われ て きた ゆえ ) 、 ②「 先 進 国 ] の な か で も 貧困 層 、 先住 民 、 有色 人 種 、 女性 、 子ども が 
現実 と し て より 大 き な 被 害 を 受け る 、 ③ 未 来 の 世代 が より 大 き な 被 害 を 受け る 、 と いう 3 つ 層 に 対す る ジャ ステ ィ ス (公正 ) が 
必要 と する 。 (10 頁 ) 


「 気 候 大 民族 主義 」 を 徹底 し て 排除 し 、 「 気候 祖国 敗北 主義 」 と 「 家 父 長 的 気候 主義 打倒 ] と いう 過渡 的 綱領 (クラ イメ ー ト ・ 
ジャ ステ ィ ス ) を 労働 者 ・ 農 民 の た た か いか ら 、 さらに 「 永 続 気候 革命 」「 世 界 気候 革命 」 を 通じ て エコ 社会 主義 へ ・・ 


過渡 的 綱領 :( 国 際 的 ) 不当 債務 帳消し (含む ウクライナ 債務 ) 、「 損 失 と 補償 」、 移行 正義 *・( 日 本 ) ロ シア 天然 ガス 計画 
か ら の 完全 撤退 、 福島 原発 事故 被害 者 へ の 完全 補償 、 公共 交通 網 の 再建 、 巨大 空港 反対 、 エネ ルギー 生産 の 公有 化 と 
民主 化 、 公営 住宅 、 都市 機能 の 分 散 化 、 最 賃 倍増 、 不安 定 雇用 か ら 安 定 的 雇 用 へ 、 (農業 綱領 は …・ 自 給 率 の 引き 上 げ 、 
農業 経営 の 民主 化 ) な どい ろ い ろ あ る が 、 エネ ルギー 生産 手段 に お ける 私 有 化 の 廃止 、 労働 時 間 の 圧倒 的 短縮 (ブル シ 
ッ ト ・ ジ ョ ブ は いら な い 、 現代 版 「 怠 ける 権利 )) つ まり は 資本 主義 シス テム へ の 根本 的 な 挑戦 ・ チ ェ ン ジ こ そ 。 
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エコ 社会 主義 に むけ て * 気 候 変 動 は グロ ー バ ル 化 し た 資本 主義 的 生産 様式 の 問題 。 賃 労働 を 通じ た 剰余 価値 と 自然 か ら 
の 搾取 。 「 賃 金 制度 の 廃止 」 と いう スロ ー ガ ン の 復活 を 。 エネ ルギー 浪費 の 資本 主義 的 商品 生産 (ブル ジョ ア 的 交換 価値 ) 
で は な く 社 会 的 生産 (使用 価値 三 社会 的 交換 価値 ) へ の 転換 を 。 これ こそ クラ イメ ー ト ・ ジ ャ ステ ィ ス が 掲げ る 「System 
Change Not Climate Change」 の シス テム ・ チ ェ ン ジ 。 

「 労 働 者 階級 の 経済 上 の 届 辱 の 内 容 を な す も の は 、 賃金 の 高い 低い で は な い 。 この 屈辱 は 、 労働 者 階級 が 自分 の 労働 に た いし て 、 この 労働 
の 全 生 産物 を 受け 取る か わり に 、『 賃 金 』 と = な づけ られ る 自分 自身 の 生産 物 の 一 部 で 満足 さす せら れ て いる と いう 事実 の うち に ふく まれ て いる 。 
資本 家 は 、 労働 手段 の 所 有 者 で ある と いう 理由 で 、 全 生 産物 を 着服 する (その 内 の 一 部 か ら 労 働 者 に 支払 う ) 。 だ か ら 、 労働 者 階級 が いっ さ 
い の 労 働 手 段 (土地 、 原料 、 機械 な ど ) の 所 有 者 と な り 、 それ に よっ て また 自分 自身 の 労働 の 全 生 産物 の 所 有 者 と な る まで は 、 労働 者 階級 の 
真 の 救い は な い の で ある 。 」 一 一 エン ゲル ス 「 賃 金 制度 」1881 年 5 月 

「 賃 金 引 キ 上 げ と 時 間 短 縮 と の た め の 闘 争 や 、 現在 お こ な わ れ て いる よう な 労働 組合 の 全 活動 は 、 自己 目的 で は な く て 手段 で ある こと 、 また 、 
きわ め て 必要 で 有効 な 手段 で は ある が 、 より 高い 目的 、 賃金 制度 の 全廃 と いう 目的 を 達せ すす る た め の い くつ か の 手段 の 一 つ で し か な い 。 」 一 
ー エ ン ゲ ルス 「 労 働 組合 」1881 年 5 月 


attac フラ ンス の 「 ブ ル ジ ョ ア の ジェ ッ ト 機 を 止め ろ ! 」 


フラ ンス ・ ル プ ジ ェ 空港 (22 年 9 月 22 日 ) 10 分 止め る と 1t の CO2 削減 。 写真 は 30 分 止め て 31 削減 中 ~ 


https://france.attac.org/actus-et-medias/images-militantes/article/]-action-d-attac-et-xr-contre-les-jets-prives-au-bourget-en-images より 


| Fininelsc ia 


inelsCIliuea 


< 


